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金融データＷＧでの検討について

○ 金融分野においては、近年、情報通信技術（ICT）の急速な進展により、送金・決済、資産運用、クラウド

ファンディング・ソーシャルレンディング、融資、企業会計、PFM（個人財務管理）など、これまでなかった
革新的なサービスが次々と生み出されている。

○ このFinTechの大きな流れにより、金融機関等の保有するデータがより付加価値を生む状況を作り出すこ

とが期待されるところであり、個人にとっては、自分自身のために利活用することが可能なデータが蓄積
されていくこと、また、自分自身に関するデータを利活用するサービスが増えていくことを意味する。

○ 特に、「情報銀行」の仕組みの下で、個人は、各社が保有する自己データへの関与が容易となることが
期待される。情報銀行にとっても、FinTechにより蓄積・利活用されるデータは、取り扱うデータの中核の
一つと考えられる。

○ FinTech企業は、データホルダーとして個人の指示の下で情報銀行にデータを提供することも可能である

し、自身が情報銀行となることも可能であるし、情報銀行からデータを提供されるデータ利活用先となる
ことも可能である。

Fintech と情報銀行

○ FinTechと情報銀行の関係や今後の可能性を踏まえ、本WGでは以下について検討を行った。

1. 情報銀行による金融データの取扱い
2. 信用スコア

本ＷＧでの検討事項
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１．「情報銀行」による金融データの取扱い（１）

○ 小売市場において、平成２８年度のEC市場規模は約１５兆円、売上全体に占める割合は５．４％と

なっている（注）。この割合は年々増加しているものの、消費者の購買行動を一定程度把握することが
可能な決済データ・購買データとしては不十分であり、実店舗における決済データ・購買データの把
握にも大きな期待がかかる。

○ 実店舗の決済データについては、キャッシュレス決済分については一定のデータ蓄積が行われてい
る。クレジットカードの決済データ（利用明細）は、個人は郵送（紙）で受領するか、カード会社のWeb
サイト・アプリで閲覧が可能であり、電子マネー決済・QRコード決済の決済データ（利用履歴）は、決済
事業者のWebサイト・アプリで閲覧が可能である。

○ 特に、QRコード決済サービスは、今後我が国のキャッシュレス化の裾野を大きく広げると期待されて

いる。決済事業者は、ユーザの属性、決済店舗、決済額等に関するデータを保有しており、このような
決済データを小売事業者がマーケティング・販売促進のために利用する仕組みを整えている（例えば、
年齢や性別といったユーザの属性に応じてクーポンを発行）。現時点では、決済データを小売事業者
でのマーケティング以外の目的で利活用することや他社とのデータ連携については行っていないとの
ことであるが、今後のキャッシュレス化推進による更なる決済データの集積・利活用が期待される。

○ 実店舗の購買データについては、個人は現金決済分については紙のレシートで受領しており、電子
的に閲覧できる媒体は存在しないが、他方、小売事業者における購買データ（購入された商品などに
関する情報）については電子化されておらず、現状では取り扱うことは困難である。また、ＰＯＳシステ
ムによりデータ収集を行っている小売事業者においては、POSによる購買データのデータ連携（第三

者提供）を現時点では行っておらず、当面は、電子レシート等による購買データの電子化に向けた取
組が進むことが期待される。購買データの集積・利活用には情報フォーマット等の標準化も課題とな
るが、ロジスティクスの高度化や商品開発の促進などに繋がることも期待される。

（注）経産省「平成２８年度電子商取引に関する調査」より。

金融データ活用の現状
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１．「情報銀行」による金融データの取扱い（２）

○ 銀行口座の情報を取得する場合、これまではスクレイピングによることが多かったが、情報セキュリティ等
利用者保護上の懸念があるとの観点や、また、一方で銀行におけるAPIの解放を促進しオープンイノベー
ションを進めたいという観点があった。このため、平成29年6月に公布された銀行法等の一部を改正する
法律において、データ利用側のFinTech企業に対して「電子決済等代行事業者」として登録制が導入され、
データ開放側のＡＰＩの開放について努力義務が定められた。（下図参照）

○ API接続は、「1.契約書」の締結、「2.セキュリティチェックリスト」に従ったチェックを行うとともに、「3.電文仕

様」に沿って開発するという流れになるが、効率的なＡＰＩ接続のためには一定の標準が極めて重要である。
既に全国銀行協会及びFISC（金融情報システムセンター）によって標準化が進められている。

○ 調整するべき課題もあるが、今後API接続が円滑に進展することが期待される。

銀行とのＡＰＩ接続の進捗

接続方式の開放（オープンＡＰＩ）

金融機関電子決済等代行業者
（フィンテック企業）

金融機関

・・・・・

×

（顧客のパスワード等は用いず）

契約締結

安全にシステムに接続

支払・送金の指示
口座情報の取得等

（情報提供の範囲を限定）

顧客 委託

口座管理サービス

電子送金サービス

（パスワード等は提供しない）

※図は、金融庁資料より引用

顧客が金融機関にサービスの利用申請
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１．「情報銀行」による金融データの取扱い（３）

○ 情報銀行をより便利なものにしていくために、前項にあるような各種データを幅広く取り入れていくこと
が期待されており、必然的にその方向に向かうものと考えられる。

○ 一部の金融機関が検討中の情報銀行サービスでは、PFM（Personal Financial Management）事業者か

ら取得した金融データを連携・表示することとしている。本サービス案では、銀行口座の入出金データ
等を取り扱っているが、それ以外にも、情報銀行は、今後、様々なキャッシュレス決済手段の決済デー
タや小売事業者の購買データを取り扱うことも可能である。

○ 個人がID/PW等でログインすることで閲覧可能な情報については、情報銀行又は情報銀行にデータを
提供するFinTech企業が、API接続又は銀行法等の規制がある場合にはこれら規制の範囲内でスクレイ

ピングすることにより取得することは可能である。現在、多様な決済サービスが多く生まれつつあるが、
これらについても適切な内容のAPI等の情報連携手段が構築されるまで、Fintech企業、情報銀行等が
スクレイピング等により取得することもありうるものと考えられる。

○ 情報銀行を通じ、消費者の資産状況や消費活動を正確に可視化することや、これらのデータをAI等に

より分析し消費者に適切なアドバイスを提供ことなどにより、過剰な消費が抑止される等、より計画的
な消費活動や合理的な資産運用が可能となることが期待される。

○ また、口座情報、決済データ、購買データ等のビッグデータのマーケティングやプロモーション、サービ
ス開発、顧客にあった金融商品・融資の提供等への活用（２次利用）が加速することも期待される。

情報銀行による金融データの活用
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１．「情報銀行」による金融データの取扱い（４）

情報銀行による金融データ活用のイメージ

事業者
情報銀行

消費者
（生活者・個人）

サービス

ID / PW

・ユーザの属性
・決済店舗
・決済額
・利用履歴 等

・クーポン発行
・消費行動へのアドバイス
・プロモーション
・マーケティング
・信用スコアの提供
・スコアによる優遇サービス 等

・マーケティング
・プロモーション
・サービス開発
・スコアリングへの活用 等

銀行

クレジットカード
会社

小売業者 購買情報

決済情報

口座情報

×

フィンテック
企業

携帯電話会社 WEB企業

位置情報 行動履歴
・・・・・・
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２．信用スコア

○ 従来から、クレジットの申込内容や契約内容、支払状況、残高などで構成される「信用情報」は、クレ
ジットやローン等の申し込みや契約において用いられている。

○ 近年、データの蓄積により新たな「信用情報」が形成されており、決済情報のビッグデータとAI を組

み合わせて与信費用（信用コスト）の発生率の分析精度を向上させることによりコストを下げることで、
これまで融資実行が困難と判断された個⼈や中⼩企業への資⾦供給を⾏っている。

○ 特に中国では、アリババグループの芝麻信用を始め、このような新たな「信用情報」を提供する信用
スコア事業が盛んである。スコアの基となるデータは事業者により異なるが、芝麻信用であれば、ア
リババでの電子商取引や公共料金の支払、納税、資産状況、学歴、趣味等とされている。芝麻信用
では、これらの情報を基に９５０点満点のスコアを数値化し、これを第三者提供することによって、金
融取引だけでなく、住宅賃貸、カーリース、P2P取引での信用評価にも活用している。中国人民銀行

が２０１８年２月に「百行征信用有限会社」（略称は「信聯」、信用情報を扱う８社及び業界団体が出
資）という官主導の企業に正式な個人信用情報ライセンスを与えたことを発表している。

○ また、米国では従来からFair Issuer Corporation(FICO)などのスコアリングが利用されている。 大手の

クレジットポート、裁判所の命令等の公開された個人の公的情報や賃料支払状況を基にスコアを数
値化し、与信のみならず、住宅の賃貸、自動車や住宅の付保、従業員を採用様々な用途に利用され
ている。

（１） 海外の状況
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２．信用スコア

○ 日本国内でも、複数の企業が信用スコア事業に参入、又は、参入を検討している。

• Ｊ．Ｓｃｏｒｅ（みずほ銀行とソフトバンクが共同出資）
２０１７年９月、ＡＩスコア・レンディング開始、２０１８年１０月、ＡＩスコア・リワード開始

• ＮＴＴドコモ ２０１９年３月、ドコモ レンディングプラットフォームを提供開始予定

• ヤフー ２０１８年１０月、実証実験を開始

• ＬＩＮＥ ２０１９年上半期、ＬＩＮＥスコアを提供開始予定

○ 国内企業においては、現時点では、信用スコアに基づき金利や貸出限度額が決まる融資サービス
を中心に展開されている。

（２） 国内の状況
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２．信用スコア

○ 信用スコアに基づく融資サービスは、これまでの金融機関では扱えなかった顧客ニーズへの対応を
可能とするものであり、事業者側にも利用者側にも大きなメリットがあるものと考えられる。

○ また、融資以外のサービス、例えば、シェアリングサービスにおいても、本人確認や保証金なしで新
規ユーザがサービスを利用可能となる点において大きなメリットがあると考えられ、将来的にスコア
リング結果の影響力はより大きくなることも考えられる。

○ 他方で、中国のように、就職や結婚等に信用スコアが用いられると、人間そのものの選別につなが
る恐れがある。また、遺伝情報、差別につながる過去の情報等に基づく信用情報の数値化が行わ
れれば、差別の再生産にもつながる恐れがある。

○ このような課題に対して海外では対応が進んでいる地域・国もある。ＥＵでは、スコアリングそのもの
の規制ではないが、スコアリング判定においてＡＩなどを用いた自動処理がなされることと関連する点
として、ＧＤＰＲにおいてＡＩなど自動処理のみに基づいて重要な決定が下されない権利を明文化され、
米国ワシントン州などでは、従業員採用の際にスコアリング結果の提出を求めることが禁止され、カ
リフォルニア州では、個人情報の定義を拡張しＡＩプロファイリングの結果をこれに含める州法を制定
している。

○ わが国においても、個人にとって安心な形で情報を利活用する情報銀行において、個人の便益のた
めである信用スコアが個人の不幸を招くことがないよう、信用スコアの利活用について一定のルー
ルが必要ではないか？

（３） 今後の課題
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２．信用スコア

① 同意取得
（第三者提供を含め）信用スコア算定の基礎となるデータを個人から取得するにあたって、また、信用ス
コアを第三者に提供する（企業連携する）にあたって、個人から同意を取得する方法について、個人情報
保護法に規定する内容以上の特別なルールが求められるか？

② 非提携企業による信用スコアの二次利用
信用スコアを生成した企業から許可を得ていない企業による信用スコアの二次利用について、何らかの
制約を設けるべきか？実効的な制約とするための手段は？

③ 信用スコアの基礎データ
遺伝情報、差別につながる過去の情報を基礎データとして用いることへの制限が必要ではないか？
本人の差別や不利益に繋がる情報の制限は必要か？

④ 信用スコアの利活用
就職、結婚など、人間そのものの選別につながる用途への利活用への制限が必要ではないか？

⑤ 説明責任・透明性
本人がスコアに異議がある場合にどのような救済手続を設けるべきか？また、与信の基礎となるインプッ
ト・データに対する本人からの訂正請求等をどのように認めるべきか？

⑥ 人間の関与
GDPRに規定されているような、信用スコアを数値化において人間の関与を求めるようなルールを認める
べきか？

（４）具体的な論点
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情報銀行で信用スコアを扱うケースについて（イメージ）

情報提供先
事業者情報銀行情報提供元

事業者

消費者個人
信用スコア

情報提供先
事業者

情報銀行情報提供元
事業者

消費者個人

信用スコアの元
となるデータ

データをスコアリング
に利用

信用スコア

信用スコアの元
となるデータ

情報提供先
事業者

情報銀行情報提供元
事業者

消費者個人

信用スコアの元
となるデータ

データを
スコアリングに利用

信用スコア

 信用スコアの個人への影響が今後拡大する可能性を踏まえると、個人の利益に配慮し、情報銀行が信用スコアを扱う場合に
一定のルールを設けることも考えられる。

 「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」では、金融分野における個人情報取扱事業者が与信事業に際して
個人情報を扱う場合の指針が示されており、情報銀行が信用スコアを扱う場合などに、当該ガイドラインも参考とした取扱い
を求めることも考えられる。

■ 情報銀行が信用スコアを取り扱う場合について、以下のようなパターンが考えられる。
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